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○裁判扶助の運営主体・運営組織
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○民事・刑事の法律扶助事業（国選タイプを含む。）
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　　　　司法の利用相談窓口（アクセス・ポイント）に関する諸外国の例

委員会のホームページから，1万5000件を超える
市民法律相談所や弁護士の検索が可能

公団所属弁護士（２５名）
　公団が雇用し，給与を支給
公益法務官（１２８名）
　法務部長官が任命する公務員。給与を支給し，公
団勤務を発令

法へのアクセス県評議会が，市町村・弁護士会等と
協定を締結し，法へのアクセス実現のための活動
を支援

公益法務官を派遣し，裁判所管内弁護士ゼロ地区
を解消
公団所属弁護士・公益法務官が，公団職員を指揮・
監督し，法律相談・和解等を実施

○司法アクセスポイント

裁判所・検察庁・弁護士会等の共同によるアクセス
ポイント設置を支援

○民事・刑事の法律扶助事業
地域社会法律サービス（民事関係）一般の弁護士によるジュディケア制

司法省が予算を弁護士会に配分し，弁護士会の決
済金庫（カルパ）を通じて弁護報酬を支払う。

公設弁護人（１５名）
　委員会が雇用し，給与を支給。刑事のみを担当
　公設弁護人事務所（試行的に５か所に設置）に
所属
契約弁護士（民事4543事務所・刑事2909事務所）
　委員会とフランチャイズ契約を締結
なお，市民法律相談所などの非営利団体（389団
体）も委員会とフランチャイズ契約を締結。民事の
みを担当　　　　※　スタッフ弁護士の制度はない。

国からの補助金のほか，県・市町村・弁護士会等か
らの拠出金を受け入れ

各県に設置（司法省所管の全国評議会が各県評議
会の調整等を行う。）

事業内容等

法律サービス委員会裁判扶助局

○司法アクセスの運営主体・運営組織

○大法官省所管の非政府法人

１２の地方事務所がある。
大法官が委員長及び委員（１０名）を任命

○法務部所管の特殊法人

各裁判所の裁判官が局長を務める。

法へのアクセス県評議会
組織
及び
スタッフ等

韓　　　　　国 フ　　ラ　　ン　　ス

法務部長官が理事長及び非常任理事（９名）を任命 各大審裁判所（地裁に相当）等に設置
１３の支部及び４１の出張所がある。

○スタッフ弁護士等

・

・

国からの補助金のほか，農協・銀行等からの寄付金
を受け入れ ・

・

・

○スタッフ弁護士及び契約弁護士等

イ　　ギ　　リ　　ス

大韓法律救助公団

　　　　※　スタッフ弁護士の制度はない。

○民事・刑事の法律扶助事業
スタッフ制による法律サービスの効率的な提供

アクセスポイントにおいて，法律相談，調停・和解，
法律扶助への取次，法的文書作成の援助

　契約弁護士及び契約非営利団体によるジュディ
ケア制
　契約に従って，委員会が弁護報酬を支払う。

　契約弁護士によるジュディケア制と公設弁護人
によるスタッフ制の混合形態
　契約弁護士の弁護報酬は，捜査段階及び治安
判事裁判所の公判段階は委員会から，刑事法院
以上の上級裁判所は裁判所から支払われる。
　公設弁護人は給与のみ。

国選弁護人の担い手としての一般の弁護士の不足
を公団所属弁護士，公益法務官が補充
公団所属弁護士は裁判所から国選弁護報酬を受領
し，公益法務官は裁判所から基準国選弁護報酬の
半額を実費として受領する。

民事のみ償還制を採用し，公団所属弁護士は償還
金額の約３割を受領

○国選弁護人の担い手の提供

○司法アクセスポイント
○司法アクセスポイント
委員会が，各地の資金提供者及び地方自治体と
ともに，地域社会法律サービスパートナーシップ
を構成し，弁護士・市民法律相談所，地方自治体
等のネットワークを各地域ごとに組織

刑事弁護サービス（刑事関係）


